蒲郡市住民基本台帳実態調査実施要領

（趣旨）

第１条　この要領は、住民の居住の実態を把握し、住民基本台帳の正確性を確保するため、住民基本台帳法(昭和４２年法律第８１号。以下「法」という。)第３４条第２項の規定に基づき実施する調査（以下「実態調査」という。）による住民票の記載等を職権で行うことについて、必要な事項を定めるものとする。

（調査の実施）

第２条　市長は、市の住民基本台帳に記載されている者が、次の各号のいずれかに該当する場合に実態調査を行うものとする。
⑴　住民基本台帳事務で、住民票の記載事項に疑義が生じたとき。

⑵　親族又は同居人から不在住の申出があったとき。

⑶　家主又は家屋管理人から不在住の申出があったとき。

⑷　近隣の住民から不在住の申出があったとき。

⑸　市の関係機関から住民票の記載事項に疑義の照会があったとき。

⑹　前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認めたとき。

（調査の方法）

第３条　市長は、実態調査を行うときは、調査の対象となる者（以下「調査対象者」という。）について住民基本台帳実態調査票（第１号様式）を作成し、調査員を住所地その他居所が確認できる場所に訪問させ、関係人への聞き取り調査を行うものとする。
２　実態調査は、複数の調査員で行わなければならない。

３　調査員は、市民課職員をもって充てるものとする。

４　調査員は、調査時に身分証明書（第２号様式）を携帯し、関係人からの求めに応じて、これを提示しなければならない。

（調査の期間及び回数）

第４条　実態調査は、当該調査を開始した日から概ね６月以内に完了するものとする。

２　調査回数は２回とし、２回目の調査は初回の調査から３０日以上の期間を空けて行うものとする。ただし、市長が特に必要があると認めた場合は、３回目以降の調査を行うものとする。

３　前項前段の規定にかかわらず、住所地に家屋がない場合等、１回の調査で事実確認をすることができる場合は、２回目の調査は必要としないものとする。

（事前調査）

第５条　調査員は、実態調査を行う前に、次の各号に掲げる事項について調査対象者に関する事前調査を行うものとする。

⑴　戸籍謄本及び戸籍の附票

⑵　印鑑登録の有無及び印鑑登録証明書の最終発行年月日

⑶　国民健康保険及び国民年金加入の有無

⑷　後期高齢者医療及び介護保険の利用状況

⑸　上下水道(簡易水道を含む。)の使用状況

⑹　選挙投票所入場券返送の有無

⑺　学齢児童の有無

⑻　前各号に掲げるもののほか、居住の有無の確認に参考となる事項

（届出の指導及び催告）

第６条　市長は、調査の結果、調査対象者の居住地が判明した場合は、届出をしなければならない者に対して住民票の異動届をなすべき旨を、住民票の届出について（第３号様式）により通知し指導するものとする。

２　市長は、前項の通知を発送した後、１４日以内に届出が行われない場合においては、期限を付して届出の催告を、住民票の届出について（第４号様式）により行うものとする。

（住民票の職権記載等）

第７条　市長は、調査の結果、居住地が判明しない者又は前条第２項の催告を行っても期限内に届出がない者については、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２号）第１２条第１項から第３項までの規定により職権で住民票(その者が属していた世帯について、世帯を単位とする住民票が作成されていた場合にあっては、その住民票の全部又は一部)の記載、消除又は修正（以下「職権記載等」という。）を行うものとする。

（職権記載等の通知又は告示）

第８条　市長は、前条の規定により職権記載等を行ったときは、その旨を住民票の職権記載等について(第５号様式)により通知するものとする。

２　前項の場合において、市長は、通知を受けるべき者の住所及び居所が明らかでないとき、又は通知をすることが困難であると認めるときは、その通知に代えて、その旨を住民票の職権記載等について（第６号様式）により告示するものとする。

（戸籍の附票の記載に係る市区町村間の通知）

第９条　市長は、第７条の職権記載等を行ったとき、当該職権記載等に係る者の本籍地が市外にある場合は、法第１９条第１項の規定により本籍地の市区町村長に通知しなければならない。

（保存年限）

第１０条　この要領に基づく書類の保存期間は、当該年度の翌年度から５年間とする。

附　則

１　この要領は、平成２４年４月１日から施行する。

２　この要領の施行の日までの間になされた実態調査に関する申出その他の手続は、この要領に相当する規定によりなされた申出その他の手続とみなす。
　　　附　則
この要領は、平成２９年３月８日から施行する。

